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■　大阪のものづくり中小企業は、大阪産業の基盤として国際競争に打ち勝ち、大阪産業・経済を牽引していかなければならない。


■　産技研は、ものづくり中小企業の「テクノ・パートナー」として、基盤技術の高度化や信頼性の実証による売れる製品づくり、研究開発成果の技術移転など、従来の機能をより強化するとともに、企業が付加価値の高い技術や新たな市場開拓を可能とする製品を数多く生み出すため、環境・新エネルギー等の成長分野への参入促進に向けた取組や企業間連携、産学官連携などのつなぐ取組を実現していく。


■　「攻め」の事業展開を旨とし、企業ニーズに応える質の高いサービスを積極的に提案し、顧客の拡大を実現する。その結果得られる増収を支援機能の強化に投資し、企業に還元する好循環の運営をめざす。








第１　 中期目標の期間





平成２４年４月１日から平成２８年３月３１日までの４年間





第３　 業務運営の改善及び効率化に関する事項





第２　 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項











１ 　「提案型」の企業支援と「つなぐ」取組の推進





受け身の支援スタイルではなく、組織として積極的に最大限の支援、企業の役に立つ提案を行う。





○　組織として顧客対応するため、組織体制の整備、データベースの再構築、人材育成を実施


○　職員が企業に出かける機会を飛躍的に拡大するため、意識改革、環境整備を実施


○　より良いサービスを提供するため、マーケティング・リサーチの実施や企業等の意見を聴く場を設置


○　外部機関との連携による支援や外部機関へのコーディネートなど、つなぐ取組を推進





２　 技術支援機能の強化





企業の技術革新や製品開発をサポートしていくため、ニーズの高い分野、高い成長が期待される分野の技術支援機能を強化する。





○　新たなサービスの実施


○　既存サービスの充実


○　企業の新技術・製品開発のニーズに応える設備機器の整備


○　基盤技術や成長分野の技術者育成等


○　インキュベーション施設を活用した起業家・中小企業等への成長支援


○　技術支援のフォローアップ





３　 研究開発の推進





戦略的なテーマに絞って研究開発を行う。より大きな成果を得るため、企業・大学との共同研究、産学官連携研究を進める。中小企業が共同研究に参画することや研究開発成果を活用することを提案する。





○　中小企業単独では取り組むことが困難な技術課題、重要な政策課題の解決に資する戦略的なテーマに絞って実施


○　共同研究、産官学連携研究等を企業に提案


○　中小企業に研究開発成果を情報発信し活用を提案


○　大学の先端研究の成果を中小企業へ橋渡し





４ 　連携の促進





技術分野以外の多様な企業ニーズにも応えるため、外部機関との連携を進め、ワンストップ機能を向上させる。





○　行政機関、金融機関等との連携による多様な支援


○　産学官連携の推進


○　広域連携の着実な推進


○　地域との連携と社会貢献











１　 自主的、自律的な組織運営





○　組織マネジメントを行い、業務の成果を検証し、改善を行うＰＤＣＡサイクルを実行


○　予算執行や人事制度を効果的に運用


○　積極的な営業展開を実現するための顧客サービス部門を新設や、社会経済情勢の変化や重要性・緊急性の高い政策課題に迅速に対応する組織体制を構築





２　 職場、職員の士気を高め、職員の能力を向上させる取組





○　インセンティブの制度化


○　受け身の業務執行から積極的な営業展開に向け、職員の意識改革を図り、能力と知識を向上


    外部機関との交流を活発化





３　 業務の効率化


 


○　絶えず業務改善に取り組み、効率的・効果的に業務を遂行





第４　 財務内容の改善に関する事項








１　 事業収入の確保





○　顧客の拡大により増加した収入を、支援機能の強化に投資し企業に還元する好循環の運営をめざす


利用料金は企業ニーズを踏まえ受益者負担を前提に設定、法人化前の料金水準よりも高くなる場合には厳しい経営環境にある中小企業について政策的に引下げ　





２　外部資金の獲得





○　競争的研究資金等外部資金の獲得に向けて積極的に取り組む





３　予算の効果的な執行等





○　企業ニーズに柔軟に対応するため、効果的に予算執行や契約を運用


予算配分を重点化する仕組みを創設











１　 施設の有効活用等





○　建物は改修計画を策定し、計画的に整備、土地・建物は適正に管理し有効活用


○　顧客データベースの情報、マーケティング・リサーチ等による設備機器を整備





２　 法令遵守に向けた取組





○　コンプライアンスの徹底、情報公開、個人情報保護と情報セキュリティ等に取り組む





第５　　その他業務運営に関する重要事項
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